
財政収支見通し
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財政収支不足の見通し
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前回

（単位：億円）

1

今回

内閣府試算の経済成長率など、現時点で見込むことができる条件を前提に推計

この試算は不確定要素を多く含んでおり、将来に向かって相当の幅をもってみる必要がある

（決算ベース）



今回と前回（R4.2公表）の相違点

①財政危機脱却に向けた取組の追加・具体化による収支改善
約7～13億円/年の改善

②市税等の増加による収支改善 約25～40億円/年の改善

○市税・地方譲与税・交付金 約66～79億円/年の改善
○地方交付税等の収支への影響 約39～43億円/年の悪化

③歳出の増加による収支悪化 約37～60億円/年の悪化

○エネルギー価格高騰分 約15億円/年の悪化
○定年引上げ等による人件費増額分 約8～19億円/年の悪化
○第2子保育料無償化の実施 約8億円/年の悪化

財政危機脱却に向けた取組の追加・具体化や市税等の増加により
収支改善したが、歳出増加により収支不足は悪化

約6～33億円/年の悪化
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市債残高の見通し
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（単位：億円）

【市債残高の見通し】 （臨時財政対策債除く 普通会計ベース）
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⇒ 市債残高は、ハード事業費の総量管理の取組により推計期間中減少傾向で推移する見込み。



※その他の特定目的基金は、退職手当における定年引上げによる定年延長見込者分を
奇数年度に約22～25億円積立するため変動。

⇒ 基金残高は、令和3年度決算や令和4年度補正予算の反映により前回公表と比べて増加。
収支不足の改善により、推計期間の後半は増加傾向の見込み。

基金残高の見通し
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（単位：億円）

【基金残高の見通し】 （減債基金の満期一括償還分除く）
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・

・ 人口は、平成27年の国調基準推計人口をベースに市が

独自で推計

【個人市民税】

・ 所得の伸びを、消費者物価上昇率を基に推計

【法人市民税】

・ 経済成長による法人税割の増加を見込む

【固定資産税】

・ 評価替えによる影響を見込む

・ 市税、税外収入を勘案して推計

・ 臨時財政対策債は実績などに基づき按分して推計

その他 ・ 実績などに基づき推計 その他 ・ 実績などに基づき推計

全体 財政危機脱却に向けた取組の追加・具体化を反映して推計

歳

入

市税等

歳

出

人件費

・

・

定年引上げ制度を踏まえ、今後の職員数の見込みを

ベースに推計

国勢調査、選挙などの臨時的な増減は除いて推計

公債費

・ 経済成長率は、国の中長期の経済財政に関する試算

（内閣府）のベースラインとする

扶助費 ・ 現行の社会保障制度を前提に、実績などに基づき推計

・

・

・

金利は、直近の発行実績を据え置きで推計

既発行分に今後の発行予定分を加味して推計

 

市場公募債の満期一括に伴うルール分の積立金は

公債費にて計上

地方交付税
普通建設

事業費

・

・

大規模事業を個別に積算して推計

　

落札率や事業進捗などを加味して推計

試算の前提条件

【推計期間】 令和6年度～令和14年度
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財政収支見通し （令和6年度～令和14年度）

（単位：億円）

6

事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源

1577.4 1577.4 1591.0 1591.0 1602.7 1602.7 1604.2 1604.2 1617.6 1617.6 1627.3 1627.3 1625.0 1625.0 1633.5 1633.5 1640.0 1640.0

360.7 360.7 347.8 347.8 339.5 339.5 350.7 350.7 346.6 346.6 345.9 345.9 361.4 361.4 353.5 353.5 345.2 345.2

136.8 136.8 131.8 131.8 128.5 128.5 132.9 132.9 131.3 131.3 131.0 131.0 137.1 137.1 134.0 134.0 130.7 130.7

179.3 0.0 143.9 0.0 148.0 0.0 119.2 0.0 131.1 0.0 127.1 0.0 131.8 0.0 117.8 0.0 131.5 0.0

1878.9 399.7 1862.0 411.1 1890.7 423.5 1900.6 418.9 1910.8 422.2 1916.5 425.7 1926.6 419.9 1943.0 431.4 1972.6 442.7

4133.1 2474.6 4076.5 2481.7 4109.4 2494.2 4107.6 2506.7 4137.4 2517.7 4147.8 2529.9 4181.9 2543.4 4181.8 2552.4 4220.0 2558.6

883.8 751.6 858.8 729.4 880.4 747.8 854.1 724.9 873.2 741.1 850.0 720.8 872.4 739.8 849.7 720.4 875.2 742.3

1425.0 418.2 1438.6 422.1 1451.4 425.8 1464.5 429.6 1478.3 433.6 1492.6 437.8 1507.5 442.1 1523.3 446.6 1539.6 451.4

383.9 370.1 378.3 363.1 375.7 359.2 374.1 354.4 376.1 355.6 374.6 354.7 369.2 350.9 370.5 354.4 370.2 355.7

342.7 47.6 257.4 35.7 268.8 37.3 248.8 34.5 255.4 35.4 241.2 33.5 251.9 35.0 233.9 32.5 255.5 35.5

1155.8 945.2 1191.1 979.1 1169.1 960.1 1199.3 996.5 1172.1 969.7 1208.7 1002.4 1191.9 986.6 1221.3 1015.4 1182.6 976.8

4191.2 2532.7 4124.2 2529.4 4145.4 2530.2 4140.8 2539.9 4155.1 2535.4 4167.1 2549.2 4192.9 2554.4 4198.7 2569.3 4223.1 2561.7

R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度

市税

R6年度 R7年度 R8年度

地方交付税

臨時財政対策債

市債
（臨財債除く）

その他

歳入合計

人件費

扶助費

公債費

普通建設事業費

その他

歳出合計

歳入歳出差引額 ▲ 58.1 ▲ 47.7 ▲ 36.0 ▲ 33.2 ▲ 17.7 ▲ 19.3 ▲ 11.0 ▲ 16.9

基金残高（減債基金満期一括
償還分除く）
(歳入歳出差引額調整後)

600.5 586.5 559.1 556.7 547.6 560.9 558.5 573.0

市債残高（臨財債除く）
（普通会計ベース） 2184.2 2119.6 2072.3 2011.0

(単位　億円)

R14度

▲ 3.1

578.5

1821.51965.2 1918.4 1889.7 1848.2


